
様式１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
事業計画書

１　対象者　（注）対象者が記載すること。
	氏名
	

	生年月日・年齢
	　　　　　　年　　　月　　　日　（　　　　歳）

	担当児童相談所
	

	措置解除年月日
	

	住所（建物名まで明記）
	

	電話番号
	

	事業利用期間（予定）
	　　　　　　年　　　月から　　　　年　　　　月まで

	措置解除後の状況
	　在職中（勤務先：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　在学中（学校名：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　求職中　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　　）



２　援助者　（注）援助者が記載すること。
	氏名
	

	区分
	　養育家庭等　・　自立支援相談員（所属：　　　　　　　　　）

	住所
	

	電話番号
	



３　自立に向けた取組計画
　（１）第４条（２）における支援
（注）対象者の状況把握及び支援の詳細について、家庭訪問支援の実施時期、具体的な内容や頻度等を援助者が記載すること。
	【訪問支援の実施予定時期（年２回以上）：　　　　年　　月頃、　　　年　　月頃】
【支援内容等】　　　　　　　　　　　　




　　　　



（２）第４条（３）における支援
（注）対象者と援助者が相談のうえ、各項目に具体的な内容を記載すること。原則、対面により行うこと。

	
	以下、対象者が記載
	以下、援助者が記載

	
	目標
	目標実現に向けた取組（予定）
	支援の内容（予定）

	第一四半期
（４月～６月）
	






	
	【実施予定時期：　年　月頃】

	第二四半期
（７月～９月）
	






	
	【実施予定時期：　年　月頃】

	第三四半期
（10月～12月）
	






	
	【実施予定時期：　年　月頃】

	第四四半期
（１月～３月）
	






	
	【実施予定時期：　年　月頃】









４　本事業を複数年利用する予定の場合の自立に向けた取組内容
　　（注）対象者と援助者が相談のうえ、各項目に具体的な内容を記載すること。

	
	以下、対象者が記載
	以下、援助者が記載

	
	目標
	目標実現に向けた取組
（予定）
	支援の内容（予定）

	利用予定期間：
　　年　月
　　～
年　月
	






	
	































様式２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
事業計画書（２回目以降）

１　対象者　（注）対象者が記載すること。
	氏名
	

	生年月日・年齢
	　　　　　　年　　　月　　　日　（　　　　歳）

	担当児童相談所
	

	措置解除年月日
	

	住所（建物名まで明記）
	

	電話番号
	

	事業利用期間（予定）
	　　　　　　年　　　月から　　　　年　　　　月まで

	措置解除後の状況
	　在職中（勤務先：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　在学中（学校名：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　求職中　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　　）



２　援助者　（注）援助者が記載すること。
	氏名
	

	区分
	　養育家庭等　・　自立支援相談員（所属：　　　　　　　　　）

	住所
	

	電話番号
	



３　これまでに本事業による居住費支援を受けた期間における取組状況
（注）対象者が記載すること。
	





４　自立後、再度本事業を必要とする理由について　（注）対象者が記載すること。
	　　



５　再度の自立に向けた取組計画
（１）第４条（２）における支援
（注）対象者の状況把握及び支援の詳細について、具体的な内容や頻度、家庭訪問支援の実施時期等を援助者が記載すること。
	【訪問支援の実施予定時期（年２回以上）：　　　　年　　月頃、　　　年　　月頃】
【支援内容等】　　　　　　　　　　　　　　　　



（２）第４条（３）における支援
（注）対象者と援助者が相談のうえ、各項目に具体的な内容を記載すること。原則、対面により行うこと。
	
	以下、対象者が記載
	以下、援助者が記載

	
	目標
	目標実現に向けた取組（予定）
	支援の内容（予定）

	第一四半期
（４月～６月）
	







	
	【実施予定時期：　年　月頃】

	第二四半期
（７月～９月）
	







	
	【実施予定時期：　年　月頃】

	第三四半期
（10月～12月）
	







	
	【実施予定時期：　年　月頃】

	第四四半期
（１月～３月）
	







	
	【実施予定時期：　年　月頃】



６　本事業を複数年利用する予定の場合の自立に向けた取組内容
　　（注）対象者と援助者が相談のうえ、各項目に具体的な内容を記載すること。

	
	以下、対象者が記載
	以下、援助者が記載

	
	目標
	目標実現に向けた取組（予定）
	支援の内容（予定）

	利用予定期間：
　　年　月
　　～
年　月
	






	
	














様式３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
事業計画書（変更）

１　対象者　（注）対象者が記載すること。
	氏名
	

	生年月日・年齢
	　　　　　　年　　　月　　　日　（　　　　歳）

	担当児童相談所
	

	措置解除年月日
	

	住所（建物名まで明記）
	

	電話番号
	

	事業利用期間（予定）
	　　　　　　年　　　月から　　　　年　　　　月まで



２　援助者　（注）援助者が記載すること。
	氏名
	

	区分
	　養育家庭等　・　自立支援相談員（所属：　　　　　　　　　）

	住所
	

	電話番号
	



３　自立に向けた変更後の取組計画
（１）第４条（２）における支援
（注）対象者の状況把握及び支援の詳細について、具体的な内容や頻度、家庭訪問支援の実施時期等を援助者が記載すること。
	【訪問支援の実施予定時期（年２回以上）：　　　　年　　月頃、　　　年　　月頃】
【支援内容等】






（２）第４条（３）における支援
（注）対象者と援助者が相談のうえ、各項目に具体的な内容を記載すること。原則、対面により行うこと。
	
	以下、対象者が記載
	以下、援助者が記載

	
	目標
	目標実現に向けた取組（予定）
	支援の内容（予定）

	第一四半期
（４月～６月）
	






	
	【実施予定時期：　年　月頃】

	第二四半期
（７月～９月）
	






	
	【実施予定時期：　年　月頃】

	第三四半期
（10月～12月）
	






	
	【実施予定時期：　年　月頃】

	第四四半期
（１月～３月）
	






	
	【実施予定時期：　年　月頃】










４　本事業を複数年利用する予定の場合の自立に向けた取組内容
　　（注）対象者と援助者が相談のうえ、各項目に具体的な内容を記載すること。

	
	以下、対象者が記載
	以下、援助者が記載

	
	目標
	目標実現に向けた取組（予定）
	支援の内容（予定）

	利用予定期間：
　　年　月
　　～
年　月
	






	
	































様式４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
事業計画書（２回目以降）（変更）

１　対象者　（注）対象者が記載すること。
	氏名
	

	生年月日・年齢
	　　　　　　年　　　月　　　日　（　　　　歳）

	担当児童相談所
	

	措置解除年月日
	

	住所（建物名まで明記）
	

	電話番号
	

	事業利用期間（予定）
	　　　　　　年　　　月から　　　　年　　　　月まで

	措置解除後の状況
	　在職中（勤務先：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　在学中（学校名：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　求職中　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　　）



２　援助者　（注）援助者が記載すること。
	氏名
	

	区分
	　養育家庭等　・　自立支援相談員（所属：　　　　　　　　　）

	住所
	

	電話番号
	



３　これまでに本事業による居住費支援を受けた期間における取組内容　
（注）対象者が記載すること。
	




４　自立後、再度本事業を必要とする理由について　（注）対象者が記載すること。
	　　



５　自立に向けた変更後の取組計画
（１）第４条（２）における支援
（注）対象者の状況把握及び支援の詳細について、具体的な内容や頻度、家庭訪問支援の実施時期等を援助者が記載すること。
	【訪問支援の実施予定時期（年２回以上）：　　　　年　　月頃、　　　年　　月頃】
【支援内容等】　　　　　　　　　　　　　　　　














（２）第４条（３）における支援
（注）対象者と援助者が相談のうえ、各項目に具体的な内容を記載すること。原則、対面により行うこと。
	
	以下、対象者が記載
	以下、援助者が記載

	
	目標
	目標実現に向けた取組（予定）
	支援の内容（予定）

	第一四半期
（４月～６月）
	






	
	【実施予定時期：　年　月頃】

	第二四半期
（７月～９月）
	






	
	【実施予定時期：　年　月頃】

	第三四半期
（10月～12月）
	






	
	【実施予定時期：　年　月頃】

	第四四半期
（１月～３月）
	






	
	【実施予定時期：　年　月頃】





様式５　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
事業実績報告書

１　対象者　（注）対象者が記載すること。
	氏名
	

	生年月日・年齢
	　　　　　年　　　月　　　日　　　（　　　　歳）

	担当児童相談所
	

	措置解除年月日
	

	住所（建物名まで明記）
	

	事業利用期間
	　　　　　　年　　　月から　　　　年　　　　月まで

	措置解除後の状況
	　在職中（勤務先：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　在学中（学校名：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　求職中　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　　）



２　援助者　（注）援助者が記載すること。
	氏名
	

	区分
	　養育家庭等　・　自立支援相談員（所属：　　　　　　　　　）

	住所
	

	電話番号
	



３　自立に向けた取組（実際の取組内容と振り返り）
　　（注）援助者と相談のうえ、各項目に具体的な内容を対象者が記載すること。
	目標実現に向けた取組

	

	振り返り

	




４　支援の実績
　（注）対象者の状況把握及び支援の詳細について、実際に行った内容や頻度等を援助者が記載すること。
	

































様式６　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
事業実績報告書（２回目以降）

１　対象者　（注）対象者が記載すること。
	氏名
	

	生年月日・年齢
	　　　　　　年　　　月　　　日　　　（　　　　歳）　　　　　　　　　　　　

	担当児童相談所
	

	措置解除年月日
	

	住所（建物名まで明記）
	

	以前の事業利用期間
	　　　　　　年　　　月から　　　　年　　　　月まで

	事業利用期間
	　　　　　　年　　　月から　　　　年　　　　月まで

	措置解除後の状況
	　在職中（勤務先：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　在学中（学校名：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　求職中　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　　）



２　援助者　（注）援助者が記載すること。
	氏名
	

	区分
	　養育家庭等　・　自立支援相談員（所属：　　　　　　　　　）

	住所
	

	電話番号
	



３　これまでに本事業による居住費支援を受けた期間における取組内容
　　（注）対象者が記載すること
	




４　自立に向けた取組（実際の取組内容と振り返り）
　　（注）援助者と相談のうえ、各項目に具体的な内容を対象者が記載すること。
	目標実現に向けた取組

	

	振り返り

	



５　再度の自立に向けた支援の実績
　（注）対象者の再度の自立に向けて支援した内容について、援助者が具体的に記載すること。
　　　　なお、本事業を再度利用することになった要因等を踏まえた内容とすること。
	



６　本事業の利用による対象者の自立に向けた変化について
（注）必要に応じて、本事業利用以前と利用期間中の対象者の状態を比較する等して、援助者が具体的に記載すること。
	



